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はじめに 

安定した電力が必要なデータセンター需要や半導体工場の建設需要、その他活発な都市再開発

プロジェクトを受けて、日本の不動産への投資は昨今ますます増えている。そんな中、日本で

伝統的であり、柔軟な運用がなされていた建設請負工事契約も昨今の急激な物価上昇を受けて

変化の兆しが見えている。外資系クライアントが日本の建設市場に進出する際に、建設請負工

事契約の契約条件において、クライアントが提示する契約条件に日本のコントラクターが同意

できない場合が多々ある。この根本的な原因はそのクライアントが本拠地とする国の契約形

態・文化と日本の契約形態・文化において、頻繁に認識・前提の乖離・齟齬があることであ

る。この Insightではそういった日本の建設市場の文化、建設請負契約の文化について触れて

クライアントに対して日本のコントラクターが契約交渉において海外の契約条件に同意するこ

とが難しい背景を説明することを目的にしている。

日本における典型的な契約文化 

民間工事における標準契約約款 

工事請負契約 

民間(七会)連合協定工事請負契約約款は日本で最もよく使われている工事請負約款である。特徴として、全体的

に海外の契約約款と比べると条項の数は少なく、詳細な手続きを定めるというよりはむしろ大まかな権利義務関

係を規定したに過ぎない。主要な設計事務所および主要な施工会社が作成に携わっているので認識がある程度統

一され、これまで約款の変更はなかった。しかし昨今、日本がこれまで経験したことのない物価上昇に直面し、

請負金額の変更に関する条項に対して、コントラクター側から契約上、特別条項としてスライド条項を追記する

よう要請が出始めている。 

設計契約約款 

日本で最も用いられている設計契約は四会連合協定 建築設計･監理等業務委託契約約款と呼ばれる。日本の慣習

では、よく設計事務所が設計業務に加えて設計意図伝達業務、及び工事監理業務を請け負うことが多く、それら

のスコープをカバーする約款構成となっている。 
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設計施工約款 

上記の工事請負契約及び設計業務委託契約とは別に設計施工に焦点を置いた設計施工約款が日建連によって

2001年に制定され随時更新されている。大まかな約款の構成は上記の四会連合約款と七会連合約款を合わせた

ものになる。 

価格合意メカニズム 

一括固定価格 

建設工事の工事価格に関しては日本では通常 Lump Sum合意を採用する。これは通常は契約図と呼ばれる非常

に精度が高い設計図書に基づいてコントラクターが施工に伴い発生するコストを算出し、契約金額のベースとな

る。原則設計変更がない限り、契約金額は変わることはない。 

最高保証価格 

翻って海外での建設工事契約の価格のメカニズムを見ていくと、GMP（最高保証価格）で価格合意をする場合も

ある。GMP手法はある一定の設計図・仕様（例えば Schematic Design 30%）に基づいて金額を算出し、その

時点での設計図では不透明だが、予見されるコスト増加を一定の率（％）で工事価格に上乗せして GMP金額を

合意する。上乗せした金額は Contingency（予備費）と言われ、Contingencyからの Drawdown（引き出し）

はクライアントと合意した場合のみ認められる。しかし、これはコントラクター側に非常に大きなリスクが転嫁

されるため、日本のコントラクターは認めない場合が多い。 

オープンブック 

海外では Open Bookの手法がとられることがある。これはコントラクターがサブコンの入札金額等すべての工

事価格の内訳をクライアントに開示していく手法で、コストの透明性が保たれる反面、クライアント側にコスト

を精査する体制が必要である。しかし、日本の建設業界ではコントラクター・サブコン又はコントラクター・業

者間で取り決めされた Net金額の掛け率という慣習があり、実際のサブコン・業者による見積・単価を開示する

ことはコントラクター側が載せているマージンを開示することと同義なので、開示に積極的ではない。日本では

履行が困難な方式となる。 

日本と海外の契約文化の主な違い 

契約変更手続き 

海外では契約変更の手続きについて詳細に規定してある場合が多いが、日本の GCCCでは変更の権利などが大ま

かに定められているに留まり、詳細な手続き等は定められていない。 
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工期延長 

海外では工期延長の規定が詳細に規定されていることが多い。特にプロジェクトにおける工程表の取り扱いが厳密に定まって

いる場合もあり、工程表を変更する場合には竣工日が変わらない場合でもクライアントの承認が必要な場合がある。また、工

程上のクリティカルパスがマイルストーンとして定められていて更に後述するようにマイルストーン毎の LDが定められてい

る場合もある。翻って日本では工期＝工事期間に焦点が当てられ、工程上のマイルストーンを定めたりする場合は少ない。 

遅延損害金 

遅延損害金に関しては海外では主なマイルストーン毎に設定される傾向があるが、日本では通常、竣工に対する遅延損害金し

か設定されない傾向がある。一般的に日本では年率 10％の遅延損害金が規定されているが、プロジェクトによって率は異な

る。 

引渡し 

日本では引渡しと同時に支払いを完了すべし、という同時履行の原則が存在する。海外では基本的に GCの Performanceを

確認してから（完了を確認してから）GCが請求をする権利を得る。しかし、同時履行の原則に基づくと、引渡しと同時に支

払いをしなければならないので、外資系のクライアントからすると非常に独特な慣行であると言える。 

瑕疵担保期間・契約不適合期間 

海外では 1年程度を原則としている国が多いが、日本では瑕疵担保期間・契約不適合期間は日本では 2年となっている。 

最終金額の確定 

海外では Final Account Statement（最終金額確認書）というものを建設請負契約の完了時に発注者側と請負者側で取り交

わし、工事完了時の最終の契約金額を相互に確認する、というプロセスを踏む。翻って日本では特にそのような合意を特別交

わすことはなく、契約のみで金額を確認する、という形になる。 

履行保証 

履行保証に関して、銀行保証と留保金の 2つのタイプが存在する。銀行保証について海外では、工事請負契約の開始から竣

工までの履行保証及び竣工後の瑕疵担保期間の満了までの瑕疵担保期間保証の 2つを Bondとして提出することが慣行とな

っている。日本では公共工事で履行保証を出すことはあるものの、民間工事では履行保証を銀行保証の形で出すことは慣習と

してはない。留保金はＧＣの請求からそれぞれ一定の率を控除して瑕疵担保期間が完了して瑕疵が無いことあるいは是正され

たことをもってその留保金をリリースするというものである。これは日本の GCにとってなじみがなく、受け入れられること

はあまりない。 

支払い時期 

海外では月次の出来高に応じて次月に請求金額の相互確認を行い請求、その後、合意された支払い期間内にクライアントが支

払いを行う、という形をとる。しかし日本では、請求の回数を絞り、更に契約前に支払い時期まで決める。例えば契約時金

10％、着工時金 30％、中間時金 30％、竣工時金 30％等。各マイルストーンは契約時に準備されている工程表とリンクして

いる。 
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ローカライゼーションに関するケーススタディ 

ここでは外資系クライアントによる日本での契約条項のローカライズの手法についていくつか

ケーススタディを見ていきたいと思う。 

高級小売店 

ある外資系小売店のクライアントは非常に日本でのローカライズが進んでおり、GCCCをベースにその会社独自

の特別条項を追加したバージョンを作成し、ゼネコンとの協議をスムーズにできるように努力している。 

半導体プラントプロジェクト 

ある半導体メーカーは FIDICをベースとして日英併記の契約条項を準備している。 

データセンタープロジェクト 

あるデータセンターデベロッパーはグローバルで用意している Framework Agreementを契約条項の協議のベ

ースとしている。 

結論 

上記では、海外と日本では建設工事契約の文化が非常に異なるということを確認してきた。2025年現

在、建設業界は需要が非常に高まっており、全体的な物価も高騰、そして、労働時間の規制等により

非常に売り手市場になっている。そのため、Recommended Approachとしては Contractorに対し

て一方的に契約条件を押し付けるのではなく、日本の契約文化を尊重した姿勢をとるべきである。た

だ、Contractorも全てに対して Noというわけではないので、一度自分たちにとって好ましい契約条

件をぶつけた上で、譲歩をする姿勢が好まれると思われる。 
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